
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和４年度 推進項目 



第６次美深町行政改革推進計画 

 

項 目 推 進 項 目 目  的 実 施 項 目 各 課 推 進 事 項 備 考 

１ 

住
民
参
加
の
推
進 

(1)的確な行政情報の

提供 

住民と共にまちの課題解決を図るため的

確な行政情報の提供を図る  

① 様々な媒体を通じた行政情報の発信 ○町広報・ＨＰ等による的確な行政情報の提供 全課 

○防災情報端末機とスマホアプリの活用 総務Ｇ 

 

 

② 新たな手法による情報発信の推進 ○オープンデータの推進 総務Ｇ 

〇ＩＣＴ等を活用した情報発信 全課 

 

 

(2)住民参加の意識高

揚と機会づくり 

住民の声を聴く機会の充実を図り、住民が

主体的に参加できる環境整備を図る 

① 住民の意見を聴く機会の充実と住民意識の高

揚  

○自治会地域担当員制度による広報・広聴活動の推進 企画Ｇ 

○町長への手紙による住民意見聴取 企画Ｇ 

○まちづくり懇談会の開催 企画Ｇ 

○各種行政会議などを活用した広聴活動 全課 

○学校運営協議会・部会の開催 教育委員会 

○定期的な住民満足度調査の実施 企画Ｇ 

○出前講座の充実 企画Ｇ 

 

 

② 住民と行政のパートナーシップの促進 〇民間活力による新たな行政サービスの推進 全課 

○地域による道路等環境美化の推進 建設林務Ｇ 

○住民との連携による脱炭素対策の検討 生活環境Ｇ 

 

 

２ 

広
域
連
携
の
推
進 

(1)広域行政・共同実

施の推進 

広域事務の推進によって効率的な自治体

経営を図る 

① 広域行政の推進 ○定住自立圏共生ビジョンに基づく各種事業の連携 全課 

○近隣自治体との共同事業の検討 全課 

○自治体クラウドによる業務システムの共同利用研究 総務Ｇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

事
務
事
業
の
充
実
と
経
費
の
節
減
合
理
化 

(1)経費の節減・合理

化 

経費全般の節減と財源確保を進め、簡素で

迅速、合理的な行財政運営を維持する 

① 経常経費の節減 ○歳出の適正化(経常経費の削減)  全課 

○財産の処分と利活用 総務Ｇ 

○行政手続きのデジタル化検討 総務Ｇ 

 

 

② 職員提案の推進 ○職員の事務改善に関する意識高揚とアイディアの募集 企画Ｇ 

 

 

 

③ 公共施設のあり方検証 ○保有資産の適切な管理と有効活用 総務Ｇ 

○町内公共施設のマネジメントの構築 総務Ｇ 

○公共施設の省エネルギー、グリーン化の推進 全課 

 

 

(2)事務事業の充実 

 

施策の成果や達成度合等を評価し、個別事

業の選択・改善、施策・政策の質を高める 

① 行政評価・町民評価による施策の検証 ○職員による事務事業評価の実施 全課 

○町民委員会による施策評価実施と結果公表 全課 

○教育委員会の自己点検・評価 教育Ｇ 

 

(3)会計処理の透明性

の確保 

行政コストの情報開示により、財源の有効

活用や合理的な財産管理を推進する 

① 公会計制度改革の推進 ○北部簡易水道事業及び下水道事業における公会計適用に伴う公営企業会計システムの導入 

〇北部簡易水道事業と中央簡易水道事業のソフト統合(令和 6年 4月から適用)  水道住宅Ｇ 

 

 



項 目 推 進 項 目 目  的 実 施 項 目 各 課 推 進 事 項 備 考 

４ 

自
主
財
源
の
確
保
と
住
民
負
担
の
見
直
し 

(1)自主財源の確保 自主財源の確保により、健全な財政運営

を図る 

① 町税収納率の向上 

ア 町税等滞納整理の強化 

イ 納付環境の整備 

○町税等滞納整理対策本部の推進 税務Ｇ・水道住宅Ｇ他 

・町広報・ホームページ・防災情報端末等による納期限内納付、未納催告等の周知徹底 

・上川広域滞納整理機構への引継ぎによる滞納処分等の強化 

○納税者の利便性を向上させる納付環境の整備 税務Ｇ 

 

 

 

② ふるさと納税制度の推進 ○ふるさと納税制度の推進 企画Ｇ 

○企業版ふるさと納税の活用 企画Ｇ 

 

 

 

(2)住民負担の見直

し 

 

限られた財源の中で補助金等の定期的な

検証と住民負担の検証を図る 

 

① 補助金等の定期的な検証 ○団体等運営補助のあり方検証 全課 

○各種給付・補助金制度について効果・成果を検証 全課 

 

 

 

② 水道料金、下水道料金の検証 ○公会計適用による将来推計に基づく適正な上下水道使用料金の設定について検討 水道住宅Ｇ 

 

 

 

③ 各種手数料の検証 ○受益者負担の適正化（随時） 全課 

 

 

 

 

５ 

職
員
体
制
と
行
政
機
構
の
検
証 

(1)事務の機構と職 

 員体制の検証 

将来の行政規模・職員配置を見据えた組

織の維持と、社会背景の変化に対応でき

る組織の構築を図る 

① 組織機構の検証 ○時代に即した行政機構の検証（組織の弾力化） 総務Ｇ 

 

 

 

 

② 適正な職員数の確保 

 

○ワークライフバランスの推進 総務Ｇ 

○多様な人材の確保 総務Ｇ 

 

 

 

(2)職員の人材育成 職員の政策形成能力や法務能力の向上と

多種多様な行政運営に求められる人材の

確保と育成を図る 

 

① 人材の育成 ○職員の能力育成(職員研修、自主研修)  総務Ｇ 

○職員倫理意識の向上 総務Ｇ 

○専門性を有する分野での職員の確保・育成 総務Ｇ 

 

 

 

 

② 人事評価制度の推進 ○人事評価制度の活用 総務Ｇ 

 

 

 

 

 


